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４ 委員長・副委員長選任 

 

 

５ 議事 
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場所：青少年センター 大会議室 

     

 

佐賀市教育委員会 社会教育課 



施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和３年度の事業計画（目標） 課題・問題点等 ① 上半期の実績と中間評価 ② ①を受けての下半期の取組み

公民館等管理運営事業
公民館及び農村環境改善センターの円滑かつ効率的な運営
のため、適切な維持管理を行う。

老朽化に伴う修繕について、緊急度の高いものから順
次対応する。
空調等の規模が大きい案件については、計画的な改
修を実施する。

施設の老朽化

〇実績
修繕及び清掃・保守点検等を実施した。
〇評価
緊急度の高いものは随時修繕等を実施しており、適
正な管理ができた。

・引き続き適切な管理に努める。
・赤松公民館については、空調改修工事を実施す
る。（11/5～12/3まで工事のため臨時休館）

公民館等の整備事業
第二次佐賀市公民館等施設整備計画に基づき、社会教育や
地域活動の拠点である公民館を計画的に整備する。

・勧興公民館：解体工事、外構・植栽工事
・循誘公民館：建築工事、外構・植栽工事、解体工事
・川上公民館：建築設計
・西川副公民館：造成工事、建築設計
・中川副公民館：解体工事
・諸富町公民館：用地取得

・建設事業を複数同時進行で行ってい
るため、工程管理をしっかり行う
・整備財源の確保

〇実績
・西川副公民館については、造成工事中に敷地内の
燃え殻からダイオキシンが検出されたため、設計及
び工事を中断した。
・他の公民館については、事業計画に基づき工事や
設計等を実施した。
〇評価
・西川副公民館以外については、若干の遅れはある
ものの概ね計画どおりに実施できた。

西川副公民館については、燃え殻及び周辺土壌を
処分し、敷地全体でダイオキシン及び特定有害物質
の調査を実施したところ、土壌汚染がないことを確認
した。工事内容の変更に係る補正予算が可決された
後に設計及び工事を再開する。

金立教育キャンプ場管
理運営事業

金立教育キャンプ場の円滑かつ効率的な運営を図る。
・適宜、施設の補修を行い、適切な管理を実施する。
・利用者満足度の維持・向上を図る。

施設の老朽化

〇実績
近隣県で新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め緊急事態宣言が出た際は、県外利用者の受付を
停止した。
○評価
宣言解除後も利用者に新型コロナウイルス感染症
の予防対策を依頼しながら運営することができた。

新型コロナウイルス感染症の感染対策を行いなが
ら、運営を行っていく。

佐野常民記念館管理運
営事業

佐野常民記念館の円滑かつ効率的な運営及び保管資料の
活用を図るとともに、様々な生涯学習の機会を提供する。

令和３年度は、工事等が終わり９月頃リニューアル
オープンとなる。オープン後には、三重津海軍所跡に
関するガイダンス施設とあわせて、佐野常民の展示室
の案内を行っていくため、団体客への案内の方法やガ
イドスタッフの育成を行う。また、リニューアルオープン
の広報を実施する。

来館者への案内方法の早期確立

○実績
（１）館内案内
９月下旬のリニューアルオープンに向け、佐野常民
展示室内の改修を行った。また、館内に新設される
三重津海軍所跡のガイダンス施設とあわせた案内
方法の検討を行った。
（２）広報案内
近隣自治体等へ広報チラシを送付した。また、ホー
ムページを活用してオープンの告知を行った。
○評価
９月23日に関係者への内覧会、９月25日にオープニ
ング式典を実施し、午後から一般への観覧を開始す
ることができた。

（１）館内案内
展示内容が一新されているため、個人客への案内だ
けでなく、団体客への展示案内の動線の検討を行っ
ている。
（２）広報案内
コロナの状況を踏まえ、ホームページ等を活用して
広報努力を継続して行う。

自治公民館建設補助事業
自治公民館の建設等に対して補助金を交付することにより、
地域社会における社会教育の振興を図る。

提出済みの計画書をもとに、希望自治会に対してス
ムーズな補助金の交付を行う。
令和２年度８月までに計画書提出済自治会数：５件

補助金の採択要件の検討

〇実績
前年度までに計画書の提出があった５件と、緊急対
応分１件の計６件に補助金を交付した。
〇評価
補助金交付規則に基づき適切に執行できた。

今後、自治公民館の改修や修繕で緊急に対応を要
する案件があれば、予算の範囲内で補助金を交付
する。

２
　
公
民
館
の
機
能
の
向
上

各種講座・事業の実施
地域社会における学習拠点として、地域の実情や課題に応じ
た講座等を開催する。

・第４次教育振興基本計画に定めているとおり、緊急
性や住民の関心度が高いテーマや地域住民を取り巻
く環境の変化に応じた各種講座・事業を重点的に推進
する。
・オンラインを活用した講座の推進、講座の共有化
・各課の事業との連携推進
・アウトリーチ型事業の推進

※新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応
＜講座・事業等の実施方針＞
・屋内・・・参加者はできるだけ少人数とし、概ね20人程
度限度として実施する。
・屋外・・・参加者が100人以下と見込まれるものに限っ
て実施する。
・夏休み期間中の児童生徒を対象とする事業は、必要
最小限の実施とする。

・参加者の固定化
・地域の担い手育成
・住民への広報手段

〇実績
主催事業については、参加者数の制限(収容人数の
50％)など新型コロナウイルス感染防止の対応を行
いながら、各館の事業計画に沿って、地域の課題や
実情に応じた講座、住民の関心度が高い講座を中
心に実施した。また、一部の館ではオンラインを活用
した講座やアウトリーチ型講座なども実施した。
〇評価
新型コロナ感染防止のため、参加者数の制限や子
どもを対象とした事業など一部実施できなかったもの
もあるが、オンラインの活用やアウトリーチ型講座な
ど多様な手法で行うことにより新たな顧客の開拓に
つながった。

新型コロナウイルス感染防止対策を講じながら実施
することとなるが、引き続き、地域の課題や住民ニー
ズに対応した講座、また、防災など緊急性や社会的
重要度の高い講座について、各課と連携して取り組
むことで、充実した内容とし、新たな顧客の取込みを
図りたい。
また、新型コロナの感染状況により、参加者数の制
限を緩和するなどの見直しを行うことも検討していき
たい。

・星空学習館と学校との連携
・他の市有施設等との連携
・出前講座などのアウトリーチの充実

【佐賀市社会教育関係事業】令和３年度の進捗状況について

〇実績
春のほしぞら教室、折り紙ヒコーキ教室、身の回りに
あるものを使って電池を作ろう！、神野公園でトンボ
を観察しよう、みつせ星空観察会等を実施。
〇評価
コロナ禍で中止となった事業もあったが、安全に配慮
しつつ、ライブ中継等、工夫した事業実施ができた。

下半期もコロナ禍での安全に配慮した運営を行う。
・コロナ禍での安心安全な館の運営
・運営を補佐するボランティアの育成

星空学習館管理運営事業
星空学習館の、円滑かつ効率的な運営を図るとともに、天体
観測ドームを活用し、市民が天体に親しむ場を提供する。
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和３年度の事業計画（目標） 課題・問題点等 ① 上半期の実績と中間評価 ② ①を受けての下半期の取組み

公民館職員の研修事業
公民館の職員の研修を実施し、社会教育活動指導者として
の意識向上及び学習事業や活動コーディネートのための技
術向上を図る。

【公民館長研修、公民館主事研修】
市の各部署が推進している各種施策等（SDGｓ、多文
化共生、男女協働参画など）や緊急対応すべき事項
（防災など）

【外部研修】
・県内）県生涯学習センター（アバンセ）生涯学習関係
職員実践講座（６回）
・県外）公民館専門講座、社会教育主事講習、九州公
民館研究大会、全国公民館セミナー
※県外は新型コロナウイルス感染症の状況をみながら
決定

【他都市の視察】
当面の間、自粛することとし、状況をみながら、実施の
可否を判断する。

・館長を含め３名という運営体制の中
で、円滑な公民館運営を進めつつ、必
要な研修を実施する必要がある。

〇実績
・今年度から公民館運営体制、職員の身分が変更と
なり、公民館において、新たな業務（文書財務等）を
行うようになったことに伴い、実務能力の向上を最優
先課題として、館長及び正規職員に対し、文書財務
に関する研修及び指導を行った。
・外部研修としては、佐賀県生涯学習センター（アバ
ンセ）主催の研修に希望する職員を派遣した。
また、他県への研修については、新型コロナウイル
ス感染症の拡大に伴い、派遣を中止とした。
〇評価
上記業務に関する実務能力は向上したと考えている
が、今後も状況に応じて必要な内容の研修を行って
いきたい。

・引き続き、文書・財務等の実務能力の向上に関す
る研修、コンプライアンスなど市職員として身に付け
ておくべきことや来年度から稼働予定の施設予約シ
ステムの操作に関する研修を重点的に行う。また、
会計年度任用職員に対し、公民館運営に関する研
修を行う。
・外部研修については、新型コロナウイルス感染症
の状況を踏まえながら判断することとなるが、佐賀県
生涯学習センター主催の研修への派遣などを中心と
して行いたい。

公民館事業の評価制度
公民館が果たすべき４つの役割・機能を高めるためのガイド
ラインである公民館の指針を活用し、公民館の運営及び事業
の評価を行いながら各種公民館事業の充実を図る。

前年度と同様に、運営評価・事業評価を実施し、PDCA
サイクルによる適切な事業実施が図られているかどう
かのチェックを行う。

運営評価・事業評価に対する意識統一

〇実績
各公民館で作成した運営評価・事業評価内容を集計
し、「公民館の指針」に沿った事業運営がなされてい
るかどうかの確認を行った。また、運営及び事業評
価に対する意識統一を図るために、館長に対し、運
営等評価の目的等について説明を行った。
〇評価
評価内容の確認等は行ったが、各館への指導及び
助言は行っていないため、下半期は次年度以降の
取組に活かしていけるような的確な助言等を行う。

必要に応じ、各館へ聞き取り等をしながら、改善を要
することについての指導、助言等を行うことで、評価
内容を次年度以降の取組に活かし、新たな体制の
中でより効果的な館の運営及び事業実施を図ってい
く。

・これまで取り組んできた継続的な周知・啓発活動と
併せて、新型コロナウイルス感染症の影響が少な
い、メディアやSNS等をとおした「大人の行動指針」の
周知・啓発活動にも重点を置く。
・家庭における「子どもの成長を手助けする食事を心
がける」や、地域において「子どもへの気配り・目配り
を心がける」等、普段の行動が実は「子どもへのまな
ざし運動」であると、「気づき」のきっかけとなるような
働きかけを行う。
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【R2・R3重点事業】
子どもへのまなざし運動

子どもへのまなざし運動を、家庭・地域・企業等・学校等が一
体となって取り組めるよう、広く市民へ周知・啓発を図るととも
に、それぞれの場における具体的な取組を推進し、市民総参
加の運動として展開する。令和２年度で13年目を迎えた。

【広める事業】
＜家庭＞
・家庭教育力を向上させる取り組み
　「家庭教育講座」の活用等
＜地域＞
・まなざし運動啓発グッズの活用
　地域の団体等へ「ベスト」「帽子」「のぼり旗」「まなざし
手袋」の支給
＜企業等＞
・各種イベント等への企業参加呼びかけ
・ＰＲグッズについての活用促進（ベスト、のぼり旗等）
【紹介する事業】
・市報やHP等を活用した「子どもへのまなざし運動推
進専門官」の取材活動
・「実践事例発表」、「シンポジウム」等の開催
　まなざし運動推進大会の中で開催
【ほめる事業】
・「まなざしキラリ賞」の表彰
　まなざし運動推進大会で表彰式を開催
⇒子どもへのまなざし運動の市民認知度の向上
　　（令和３年度：目標46.0%）

・「子どもへのまなざし運動」の活動そ
のものは各地域に浸透してきたが、自
分の活動が「まなざし運動」と認識がな
い方も存在し、認知度は目標に達成し
ていない。
・市民総参加子ども育成運動推進委員
会において、シンボルマークの活用案
と、「コロナを理由にした各地域での活
動減少の懸念」について意見が出され
た。

○実績
【広める事業】
＜家庭＞
・新入学児童「まなざしカレンダー」等配布
＜地域＞
・まなざし運動啓発グッズの活用
　「ベスト」「帽子」「のぼり旗」「まなざし手袋」等
＜企業等＞
・「まなざし休暇」取得促進依頼文送付
・「まなざしアンケート」の実施　まなざし登録企業766
社
＜学校等＞
・まなざし君市内小中学校挨拶運動
（佐賀バルーナーズコラボ企画）
＜PR媒体による周知・啓発＞
・さがCityテレビ出演による周知・啓発
・市報やHP等を活用した「子どもへのまなざし運動」
の情報発信
・バスセンターでのまなざしアーチの放送（水曜）
・子どもへのまなざし運動推進関係者へ「まなざしマ
スク」を配布（下半期も配布予定）
・市封筒裏面印刷
・清和高校「まなざし講座」の取材等
【紹介する事業】
・「子どもへのまなざし運動推進専門官」による取材
記事「つながるさがし」上半期掲載16回
【ほめる事業】
・「令和２年度第11回まなざしキラリ賞」受賞者紹介
　『MＯＴＥ MＯＴＥさが７月号』
○評価
・上半期は新型コロナウィルス感染症対策を徹底し、
「まなざし君」の市内小中学校挨拶運動や清和高校
「まなざし講座」の取材等、対面型の周知・啓発活動
と併せて、SNS等を用いた情報発信の頻度を上げる
など、周知・啓発活動を概ね行うことができたが、新
型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各事業
が一時中断となり、事業の推進については非常に苦
慮した。
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和３年度の事業計画（目標） 課題・問題点等 ① 上半期の実績と中間評価 ② ①を受けての下半期の取組み

【R２・R３重点事業】
地域学校協働活動推進
事業

コミュニティ・スクールの設置校又は設置予定校を対象に地
域学校協働活動推進員を配置し、地域と学校との連携・協働
による学校教育にかかる協働活動を支援する。

コミュニティ・スクールに取組む契機とするために、地
域学校協働活動推進員を配置し、地域と学校との連
携・協働による学校教育にかかる協働活動を支援す
る。

・学校運営協議会既設置校における地
域学校協働活動推進員の役割の在り
方
・地域学校協働本部の事務負担の軽
減

○実績
・４校区（北川副、富士、若楠、松梅）の地域学校協
働本部と業務委託契約を締結した。
・地域学校協働活動推進員（５名）を委嘱し、配置し
た。
○評価
コロナ禍の影響で活動の自粛等もあるが、既存２校
区（北川副、富士）に加え、新規２校区（若楠、松梅）
で事業の実施体制を整備することができ、配置につ
いては計画どおり進めることができた。

・令和４年度配置校について、全小中学校に意向調
査を実施する。
・令和４年度は、既存４校と新規２校の計６校での実
施を目標に、希望校とのヒアリング等を経て実施校
を選定する。
・配置校における事業の実施状況の把握。

放課後子ども教室推進
事業

週末や放課後に、地域の大人たちが参画して、公民館や学
校の空き教室等を活用し、地域の子どもたちが、安全で安心
して遊び・学べる居場所づくりを行う地域団体を支援する。

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携促進の
働きかけ
・新規開催校区を開拓するため、関係団体等へ事業内
容を説明

・新型コロナウィルス感染症の感染防
止対策のための活動自粛
・年５回の土曜授業実施に伴う、開催
回数の検討
・放課後児童クラブと連携した事業の
実施
・新規開催校区の開拓

○実績
・６校区（嘉瀬、新栄、若楠、日新、北川副、松梅）の
地域子ども教室推進事業実施協議会と業務委託契
約を締結した。
・地域学校協働活動推進員（８名）を委嘱し、配置し
た。
○評価
既存実施校区に加え、松梅校区で新規に事業を実
施することができたが、新型コロナウイルス感染症防
止のため、上半期は教室開催に至っていない校区も
あり、今後も推進員等との連絡調整を要する状況で
ある。

・各地域学校協働活動推進員の活動状況や放課後
児童クラブとの連携等についての情報交換や共通
理解を図る。

学校地域連携支援事業

学校と地域との連携を推進するために、学校に地域教育コー
ディネーターを配置する。児童生徒に地域行事へのボラン
ティアとしての参加を促したり、地域住民を学校（学習）にゲス
トティーチャーとして招くなど、地域に根付いた教育活動を推
進する体制づくりを行い、学校(児童生徒)と地域が連携して
行う活動を支援する。

コーディネーターを小学校あるいは中学校区単位に配
置し、学校と地域をつなぐ活動を行う
（配置校：金立小、大詫間小、久保泉小、本庄小）

・地域教育コーディネーター配置終了
後、地域学校協働活動推進員へ移行
する仕組みづくり
・地域教育コーディネーター適任者の
選任

○実績
・新規雇用１名を含む４名の地域教育コーディネー
ターを会計年度任用職員として雇用し、４小学校に
配置した。
○評価
・毎月コーディネーター研修会を実施し、情報交換等
を実施し、コーディネーターの資質の向上に努めるこ
とができた。コロナ禍の影響で活動が制限される面
もあるが、下半期や翌年度以降の体制づくりの準備
など、着実に事業を進めることができた。

・令和４年度配置校について、全小中学校に意向調
査を実施する。
・希望校とのヒアリング等を経て配置校を選定する。
・配置校における事業の実施状況の把握。

非行防止対策事業

（巡回指導事業）
専任補導員を配置し、市街地の少年が多く集まる場所や大
型店舗を中心とした街頭巡回指導を毎日実施するとともに、
市内全域に配置する少年育成委員による校区地区ごとの街
頭巡回指導を実施し、問題行動の早期発見・早期指導を行
い、非行・犯罪を未然に防止する。また、関係機関との連携、
青少年に影響を及ぼす有害環境の浄化改善を図る地域環境
点検活動や少年育成委員研修を実施する。

（子ども相談事業）
いじめ、不登校、友人関係などの問題や心や体の悩みなどを
抱える子ども・若者からの電話相談、メール相談、面談相談
などに対して専任補導員が適切な指導・助言を行う。

・専任補導員３名による巡回指導（月～金・１日２回）
・少年育成委員127名による月４回の巡回指導
・小・中学校との連絡会の開催（６月～８月）
・地域環境点検活動（11月）※有害環境の浄化活動
・少年育成委員研修会（４月、８月、11月）
・専任補導員による子ども電話･メール・面談相談の実
施

・少年育成委員の人選が大変困難に
なっている。

・新型コロナウィルス感染症の感染防
止対策として、昨年度は少年育成委員
の街頭巡回方法を、集団巡回から自宅
周辺を個別に巡回する個別巡回へと変
更して実施している。
このため、愛の声かけ件数が大きく減
少した。
・今年度も、感染状況は依然見通しが
立たない状況のため、個別巡回を継続
する。

・専任補導員3名による巡回指導（月～金・１日２回）
・少年育成委員127名による月４回の巡回指導
・小・中学校との連絡会の開催
  ※27会場で市内44校が参加し開催
・少年育成委員研修会（４月、８月開催）
　※感染対策のため、参加人数を半数に制限し開催
・専任補導員による子ども電話･メール・面談相談の
実施
　<相談件数>
　・電話(面接)相談・・・６件
　・メール相談　　　・・・１件
○評価
　巡回指導や連絡会など少年育成委員の活動は、コ
ロナ禍の中、感染防止対策を講じながら計画通り実
施できた。
　また、子ども電話･メール・面談相談について、さが
んメールを活用し、夏休み明けに市内小中学校保護
者宛に「青少年センター相談コーナーの案内」メール
を送信し、数日内に２件の電話と、１件の相談メール
があった。

・巡回指導については、非行防止の抑止力としての
機能を維持しつつ、今後も体制を維持する。
・今後も学期に一回程度で、相談コーナーの紹介
や、青少年育成支援に関する情報を発信し、相談支
援体制を維持する。

子ども・若者支援事業

佐賀市に居住するニート、ひきこもり、不登校等などの悩み
を抱える子ども・若者（40歳未満）やその家族からの相談に対
応するとともに、訪問支援、講座・教室等の開催等の支援を
行う。また、対象者がより適切な支援を受けることができるよ
う、佐賀県警察少年サポートセンター等の関係支援機関と連
携を図る。
※特定非営利活動法人ＮＰＯスチューデント・サポート・フェイ
スに業務委託

・相談受付（来所及び電話）
・訪問支援（アウトリーチ）
・講座、教室等の開催（年12回予定）
・青少年支援に関する連絡調整会議の実施

・新型コロナウィルス感染症の感染防
止対策として、昨年度は面談での相談
支援のうち可能なものを、電話及び
メール等に変更して実施したため、来
所による相談件数が減少した。

・支援対象者が抱える問題の性質上、
進学や就職後直ちに支援終了とはなら
ないため支援に時間を要する。進学や
就業等の改善傾向の者が一定数出て
も、一時的な場合もあり、成果が数字
で見えづらい。

<相談支援件数>
　・来所相談　　　　　　316件
　・電話・メール相談　596件
　・訪問支援　　　　　　149件
<講座、教室等の開催状況>
　・卓球セミナー　　　　４回
○評価
　昨年度に引き続き、電話やメール等を利用した相
談支援の割合が高い状況が続いている。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染者数が県
内は増加傾向にあったため、講座等の計画的な開
催が困難な状況だった。

・引き続き、相談支援体制を維持する。
・新型コロナウイルス感染症の感染状況を見ながら、
アンガーマネジメントのワークショップや芸術療法と
なる陶芸体験などのセミナーを開催する。

４
　
子
ど
も
・
若
者
育

成
事
業
の
推
進

青少年センター管理運
営事業

青少年センターを、青少年教育施策の拠点・青少年の居場
所・困難を有する青少年等の支援拠点・青少年関係社会教
育団体の活動拠点・青少年の街頭指導及び青少年等からの
相談業務などの拠点として運営することにより、青少年教育
に係る施策の推進を図る。

・青少年センターを運営することで、青少年に学習と憩
いの場を提供する。
・施設、設備及び備品等の維持管理を行う。

・青少年利用に支障のない適切な貸館
・利用者の増加に伴う駐輪スペースの
確保

○実績
・貸館については、団体から使用申請があった際、
使用目的や参加者等について聞き取りを行い、青少
年関係団体に該当するかどうか判断することで、青
少年の利用に支障がない運用ができている。
・駐輪スペースについては、バルーンミュージアム全
体の駐輪需要の変化により、既存の駐輪スペースで
対応可能となった。
○評価
左記の課題・問題点については解決できた。

貸館については、①に記載した聞き取りを行うこと
で、引き続き適切な運用を続ける。
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和３年度の事業計画（目標） 課題・問題点等 ① 上半期の実績と中間評価 ② ①を受けての下半期の取組み

成人式開催事業
大人としての自覚を持ち、自ら生き抜こうとする新成人の門出
を祝福し、これからの社会を担っていく若者を激励するために
開催する。

・令和２年度の内容に準じた形式で開催
　日時：令和４年１月９日（日）予定
・式典内容の短縮
・８カ所10会場で開催
  （旧市町村単位、佐賀会場を３会場に分散）
　（アンケート結果：８会場開催希望　80.6％）
・新型コロナウイルス感染症対策を徹底
・案内状を入場券として回収
・新成人スタッフの人員確保
・YouTubeでのライブ配信の周知

【令和３年度実施方針】
・新型コロナウイルス感染症拡大防止
を踏まえて、例年実施している立食
パーティーは実施せず式典のみとする
など、令和２年度の内容に準じて実施
する。
【民法改正後（令和４年度（2022年度）
以降）の成人式の実施方法について】
・令和４年度以降の成人式の実施方法
について、方針決定し議会にて発表
後、メディアやホームページにて公表す
る。

○実績
令和２年度の内容に準じた形式で開催準備を行った
【日時】令和４年１月９日（日）14時～（受付13時～）
　・式典内容短縮（1.国家演奏2.式辞3.記念品贈呈4.
来賓の祝辞5.新成人の誓いのことば）
　・立食パーティー、記念写真撮影中止
　・各会場新成人スタッフを構成
【場所】旧市町村別８カ所10会場開催
　（佐賀会場（大・中・イベントホール）、諸富会場、大
和会場、富士会場、三瀬会場、川副会場、東与賀会
場、久保田会場）
【記念品】
　昨年度同様マイ箸に決定（諸富家具振興協同組
合）
【式典横断幕】
　佐賀北高校書道部に作成依頼（佐賀会場・川副会
場）
【新型コロナウイルス等感染症対策】
　・案内状を入場券として回収
　・マスク着用、手指消毒、検温
　・佐賀会場大ホールをライブ配信予定
　・保護者入場規制
　・来賓招待数削減
【記念DVD作成】
　著名人・恩師メッセージ、佐賀市観光PR他当日上
映
○評価
令和２年度の内容に準じ、下半期の本格始動に向け
て概ね計画通りに準備を行った。

今年度の成人式実施に向けて、調整及び準備を実
施する。
・各会場設営業者決定
・佐賀会場他警備業務委託
・佐賀会場大ホールライブ配信
・新型コロナウイルス等感染症対策
・案内状作成・発送
・記念DVD作成（著名人・恩師からのメッセージ、佐
賀市観光PR他）当日上映

久米島中学生交流事業

沖縄県久米島町と佐賀市の中学生が交流し、異なる双方の
歴史や文化、環境に触れることにより、郷土への理解を深め
る。また、佐賀市出身で沖縄の近代化に大きな業績を残した
第11代齋藤用之助の功績に触れ、郷土に誇りを持つ中学生
を増やす。

・交流生16名（対象：中学１年生、２年生）
・夏の交流：７月30日～８月１日
　久米島町：ハーリー体験、ハテの浜海浜体等
・夏の交流事業：中止決定
・冬の交流：12月17日～18日
　佐賀市：バルーンミュージアム見学、佐賀大学見学、
　　　　　　 バルーン・スキー体験等
・冬の交流事業：実施の可否判断
　久米島町の意向、佐賀市・久米島中学生交流事業実
行委員会にて判断

・新型コロナウイルス感染症対策の徹
底
　移動手段、宿泊施設、プログラム、食
事等
・天候等の状況に応じたプログラム変
更
・航空便の減便・時間変更等に対応し
た行程変更
・冬の交流事業：実施の可否判断
　久米島町の意向確認
　佐賀市と久米島町の状況把握
　経由地（福岡県・沖縄本島）の状況把
握

○実績
・令和３年度夏の交流事業中止
・新型コロナウィルス感染症拡大の状況を鑑み、参
加者の安全・安心確保の観点から、中止はやむなし
と判断した。
○評価
・新型コロナウィルス感染症の状況把握と久米島町
との調整により、適切な判断を行った。

・冬の交流事業：実施の可否判断
　久米島町の意向確認
　佐賀市と久米島町の状況把握
　経由地（福岡県・沖縄本島）の状況把握
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家庭教育講座開催事業

保護者の大半が参加する小・中学校の新入学説明会及び幼
稚園・保育園（所）の保護者会や小・中学校のＰＴＡの会合な
どへ講師を派遣し家庭教育講座を開催することにより、自ら
が家庭教育について考えるきっかけとするともに、個々の家
庭教育力の向上を図る。

・市内55校の小中学校（附属含む）の新入学説明会等
で家庭教育講座を実施。
・保育園・幼稚園・PTA等団体が開催する家庭教育講
座に講師を派遣

・小中学校との協力、連携。
・短期間に講義が集中するので、講師
日程調整。
・新入学を利用した家庭教育講座の時
間の確保、託児スタッフの派遣人員調
整。

○実績
・新入学説明会を活用した家庭教育講座46校（小学
校31校・中学校15校、附属含む））、講師派遣事業
（新入学説明会以外開催）４校（小学校４校）の講師
派遣を決定。
・保育園・幼稚園・PTA等団体が開催する家庭教育
講座への講師について派遣申請なし。
○評価
・主に、下半期から始まる新入学説明会を活用した
家庭教育講座の開催について、学校及び講師と調
整を図った。

・家庭教育講座実施については、講師と連絡調整の
上、小中学校との協力、連携により行う。
・新入学を利用した家庭教育講座の時間の確保、託
児スタッフの派遣人員調整を行う。
・家庭教育講座講師派遣を申請する保育園・幼稚
園・PTA等団体への講師派遣。

生活体験型学習の実施

　子どもの自立性や協調性などの生きる力を育成するととも
に、地域の教育力を醸成するため、地域の多くの大人の支援
により、子どもが数日間家庭から離れ公民館等で炊事や部屋
の清掃などの基本的な生活体験を行う。

※新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応
新型コロナ感染症拡大防止対策に努めながら、実施を
検討する。

・地域の支援団体の負担感
・台風等の自然災害や、新型コロナウ
イルス・インフルエンザ等の感染症拡
大に伴う中止

〇実績
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に努めな
がら、実施を検討することとしていたが、感染拡大に
伴い、上半期に実施した校区は無し。

下半期についても新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、実施予定校区は無し。

社会教育助成事業
社会教育の振興を図るため、各種社会教育関係団体が実施
する事業に対して補助を行い、その活動を支援する。

・８団体に補助金の交付を行う
・社会教育委員の会議での意見交換会の実施

－

○実績
・８団体からの申請請求に基づき、概算払いで補助
金を支給した。
・８月の社会教育委員の会議で意見交換会を実施し
た。
○評価
各団体と社会教育委員が一堂に会し、課題や問題
点について意見交換を行うことは大変有意義であっ
た。

各団体からの実績報告を受け、年度末に精算を行
う。
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